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はじめに 
<自動車産業の位置づけと責務> 

・自動車産業は、資材調達・製造をはじめ販売・整備、運送や利用者向け各種サービスなど

様々な関連業種により構成される裾野の広い産業であり、日本の全就業人口のおよそ 1 割

にあたる 546 万人の雇用を抱え、日本経済、地域経済をも支えている。加えて、自動車の

輸出総額は約 17 兆円にのぼり、日本の輸出総額の 2 割を超えるなど、我が国を牽引する

基幹産業である。 

・新型コロナウイルス感染症の影響等により日本経済全体が落ち込む中、国内産業でもトッ

プレベルの生産波及効果(2.5 倍)を誇る自動車産業が中心となり経済活動を行うことで、

安定的な雇用を創出し、日本経済の早期回復を担う責務があると考える。 

 

<自動車関係諸税に取り組む意義> 

・私たち自動車総連は、自動車産業に働く 79 万人の仲間が結集した産業別労働組合であり、

1972 年 10 月の結成以来、永きに亘り、自動車関係諸税の抜本改革に取り組んできた。 

・ここ数年の交通事故死者数は 3,000 人台まで減少し、今後も減少傾向は続くと見込まれる

ものの、自動車産業に携わる者として「誰もが自由で安全な移動を享受できる道路交通社

会」を実現していくことは、自動車関係諸税の抜本改革の実現と同様に、強い基幹産業と

して存続していくために大変重要なことである。 

 

<日本経済の状況> 

・2019 年 10 月の消費税率の引き上げ以降、国民の消費マインドは回復していない状況が続

いている。加えて、新型コロナウイルス感染拡大による世界経済の後退が、貿易輸出に大

きな打撃を与えており、日本経済は急速に悪化している。 

・まさに、日本経済の持続的成長に向けて正念場を迎えている状況である。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた「新しい生活様式」が提唱されるなど、私たち

の日常生活のあり方含め、世の中が大きな転換期を迎えている。 

 

<自動車産業の状況> 

・2019 年度における国内四輪車新車販売台数は 3 年連続で 500 万台越えとなったものの、

2019 年 10 月の消費税率の引き上げ以降の販売台数は下振れが続いている。同様に、国内

二輪車販売台数も下振れが続いており 2019 年は 36.2 万台であった。今回の新型コロナウ

イルス感染症の影響も加わり、輸出向け・海外生産、いずれも落ち込みが激しく、先行き

の不透明感が増している。 

・新型コロナウイルス感染拡大により、3 密（密集・密接・密閉）の回避や、ソーシャル・

ディスタンスの確保などを前提とした生活・働き方への見直しが急速に検討されている。

感染防止対策としての車通勤の増加や、在宅勤務におけるワーキングスペースとして利活

用されるなど、自動車の新しい利用形態とニーズが広まりつつある。 

・日本経済が正念場な今こそ、国内の雇用維持に必要とされる、輸出を含めた国内生産台数

1,000 万台の確保に向け、ユーザー負担軽減などの早急な市場活性化策に取り組まねばな

らない。 
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<「誰もが自由で安全な移動を享受できる社会」の実現の重要性> 

・現在の日本は、人口減少・超少子高齢化社会を迎えている。加えて、地方では、都市部ヘ

の人口流出も加わり公共交通機関の維持が困難になっている。既に、過疎地域においては

自動車なしでは生活ができない。また、高齢者が身体的な衰えを自覚しながらも自動車に

頼らなければ生活がままならない状況は、地方中核都市も同様である。 

・しかしながら、現在の自動車関係諸税は、地方ほど負担が重くなっているのが実態である

(地方と都市部の世帯当たり負担格差最大約 4 倍)。 

・地方ほど過重となっている現在の自動車関係諸税を見直すことは、先進安全技術や自動運

転技術等を搭載した自動車、また、それらの技術に加えてライドシェアサービス等と連動

できる「つながる車」などが普及することを後押しし、「誰もが自由で安全な移動を享受

できる社会」の実現につながる。 

 

<自動車関係諸税の「一般財源化」と「当分の間税率」> 

・昭和 48 年～52 年度の道路整備五ヵ年計画の財源不足への対応として、昭和 49 年度から

暫定措置として「租税特別措置法」により、『暫定税率』が適用されて以降、延長が繰り

返し行われた。 

・平成 21 年度の税制改正大綱にて、道路特定財源が廃止され、一般財源化されたことを受

け、平成 22 年度の税制改正大綱にて『暫定税率』は廃止となった。 

・しかし、地球温暖化との関係や厳しい財政事情に留意する必要があることから、当分の間、

当時の税率水準を維持するとされ現在に至っている。 

 

<令和 2 年度税制改正> 

・令和 2 年度税制改正に向けた与党大綱においては、自動車税制の抜本改革につながる新た

な道筋は示されなかった。また、平成 31 年度（令和元年度）税制改正と同様に、今後の

自動車関係諸税のあり方を「技術革新や保有から利用へ」検討していく主旨の記載があり、

今後の自動車関係諸税の取り組みについては、引き続き、複雑かつ過重で不条理な自動車

税制の解消を求めるとともに、利用課税に対する自動車総連の考え方を示して活動を進め

る必要がある。 

 

<令和 3 年度税制改正にあたり> 

・自動車を保有し移動せざるを得ない地方ほど、世帯あたりの自動車関係諸税の負担が過重

であり、担税力に応じていない税制を解消していくことを求める。 

・日本の自動車ユーザー負担を、各国と比較し標準的な負担まで軽減する必要があり、国か

ら地方への税源移譲を念頭に検討を進める。 

・交通社会における車の安全性向上が強く求められていることから、「誰もが自由で安全な

移動を享受できる社会」実現に向け、先進安全技術車両の普及につながる施策を求める。 

・税制要望に加え、税制のみならず予算に対する要望を掲げ、広くユーザー負担軽減を求め

ていくなど、日本経済の活性化、雇用を守ることや、より安心・安全な車社会と公正な税

制の実現に向け、令和 3 年度税制改正において、不条理で過重な自動車関係諸税の「簡素

化・負担軽減」に向けた要望を行う。
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自動車に係る税の負担軽減を図る 

 

１．車体課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を図る 

１）自動車重量税は廃止を前提に、まずは「当分の間税率」を廃止する 

２）自動車税・軽自動車税（四輪車等・二輪車）の環境性能割も含めた税額引

き下げによる負担軽減措置を講ずる 

 

2．燃料課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を図る 

１）「当分の間税率」を廃止する 

２）複雑な燃料課税を簡素化する 

３）タックス・オン・タックスを解消する 

 

3．自動車関係諸税の国税部分について、地方への移譲等を伴う負担軽

減策を請じ、地方税収へ影響を与えないユーザー負担軽減を目指す 

 

自動車の使用に係るユーザー負担の軽減を図る 

１．自動車保険（任意保険）の所得控除対象化 

２．高速道路料金の引き下げ 

３．「サポカー補助金」の年齢制限の拡充（全年齢） 

 

 

  

要 望 事 項 
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自動車に係る税の負担軽減を図る 

 

１．車体課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を図る 

１）自動車重量税は廃止を前提に、まずは「当分の間税率」を廃止する 

自動車重量税は過去の税制改正大綱において、「エコカー減税制度の基本構造を恒久

化する」といった税目自体を存続させる方向性が示されているが、旧道路特定財源の一

般財源化により既に課税根拠を失っている。本来直ちに廃止するべきであるが、地球温

暖化に対応すべく「環境性能割」が導入されたことと、税収(租税総収入)が大幅に回復

している現状に鑑み、まずは「当分の間税率」を確実に廃止する。 

 

２）自動車税・軽自動車税（四輪車等・二輪車）の環境性能割も含めた税額引き

下げによる負担軽減措置を講ずる 

生活必需品であるにもかかわらず、自動車税は、諸外国の水準に比べ極めて過重であ

ることから、日本の自動車ユーザー負担を、各国と比較し標準的な負担まで軽減する。 

保有段階において過重となっている自動車税・軽自動車税(四輪車・二輪車)を、環境

性能割も含めて新車・既販車関係なく負担の軽減措置を講ずる。 

 

 

２．燃料課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を図る 

１）「当分の間税率」を廃止する 

平成 21 年度の旧道路特定財源の一般財源化によって、課税根拠は既に喪失している

にもかかわらず、暫定税率の廃止後も「当分の間税率」として残置され、実質的負担は

軽減されていない。税収(租税総収入)の回復および「環境性能割」の導入が決定したこ

とから、「当分の間税率」について、直ちに廃止し、負担の軽減を図る。 

２）複雑な燃料課税を簡素化する 

現行の燃料課税は、油種毎に税率が異なること、税の納付先が国または地方と様々で

あり、その徴収方法も蔵出し課税、給油所での課税など取り扱いが異なり、非常に複雑

であるため、整理統合を行うべきである。整理統合にあたっては、現行の燃料課税を全

て廃止した上で負担の軽減となる燃料税(仮称)に一本化する。 
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３）タックス・オン・タックスを解消する 

燃料課税の抜本的な改革を行う上では、現状のガソリン税(揮発油税+地方揮発油)お

よび石油ガス税に対しても消費税を課しているタックス・オン・タックスを解消する。 

 

３．自動車関係諸税の国税部分について、地方への移譲等を伴う負担軽減
策を請じ、地方税収へ影響を与えないユーザー負担軽減を目指す 

国税である自動車重量税のうちの地方譲与分、地方税である自動車税・軽自動車税が

減税される際には、地方財源に影響を与えないよう、国税からの譲与を伴うことを前提

とする。 

 

自動車の使用に係るユーザー負担の軽減を図る 

１．自動車保険(任意保険)の所得控除対象化 

自動車を安心して利用するために自動車保険(任意保険)は不可欠である。一方、若者

や高齢者が、保険料が負担なことから自動車の購入・保有を断念したり、簡素な保険内

容にとどめざるを得ないことがないよう、保険料を所得控除の対象とすることを求める。 

 

２．高速道路料金の引き下げ 

全国に張り巡らされた高速道路網を利活用することは、地域経済の活性化などにもつ

ながる。すべての利用者が負担軽減になることを前提に、償還期間や金利を実態に合わ

せて見直すこと等により、新たな料金体系を実現し、負担軽減を求める。 

 

３．「サポカー補助金」の年齢制限の拡充（全年齢） 

「誰もが自由で安全な移動を享受できる社会」の実現に向けては、先進安全技術を搭

載したより安全な車両の普及が重要である。先進安全技術を搭載した車両購入における

自動車ユーザーの負担軽減を目的に、「サポカー補助金」を拡充し対象を高齢者に限ら

ず全年齢化することを求める。 

 

  



- 12 - 

 

※技術革新や保有から利用へ課税のあり方が検討されるにあたっての考え方 

平成 31 年度税制改正大綱に引き続き令和 2 年度税制改正大綱に記載された「技術革新

や保有から利用への変化等の自動車を取り巻く環境変化の動向、環境負荷の低減に対する

要請の高まり等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提

に、その課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を行う。」に関しては、自

動車がなくては生活できない地方や高齢者の移動といった課題を無視しており、担税力に

応じていない財源確保ありきの論議を受け入れることはできない。 

 

1）道路利用の受益者負担は全国民で負担する 

昨今の道路整備の主眼は、既存インフラの老朽更新や、自転車の利用機会増加を念頭と

した全ての交通参加者が円滑に移動できる道路環境の整備や、誰しも「個々の自由な移動」

を享受するために自動運転などの安全技術を普及させるための機能追加である。「円滑な

運輸・物流による経済活動」による受益と合わせて、全国民の負担により維持・改修され

るべきである。 

 

2）地方の負担が過重になるであろう走行距離課税が検討されることには反対する 

生活をするために、自動車を保有し移動せざるを得ない地方ほど、現在でも世帯あたり

の自動車関係諸税の負担が過重である。利用=走行距離という課税が導入されれば、その

傾向が増長される恐れがあり、さらに地方の衰退、過疎化につながりかねないこと等から

反対をする。 
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※自動車総運が考えるあるべき税体系 

複雑かつ不条理で過重な税体系を、簡素化しユーザー負担軽減を目指す。 

《車体課税》 

・一般財源化に伴い課税根拠が喪失している自動車重量税は、「当分の間税率」含め、直ち

に廃止すべきである。 

・現行の自動車税・軽自動車税などの保有段階で係る税は原則 1 種類に簡素化し、営業・貨

物・軽自動車の負担水準を基準とした税体系に改革する。但し、検討にあたっては、軽自

動車が地方の重要な交通手段となっている現状に鑑み、充分な配慮が必要である。 

《燃料課税》 

・燃料課税には、一般財源化に伴い課税根拠が喪失しているにもかかわらず、暫定税率廃止

後も「当分の間税率」として本則以上の税率が残存されていることから、「当分の問税率」

の速やかな廃止を求める。 

・温室効果ガス（二酸化炭素等）等の環境汚染の観点を課税根拠とするのであれば、温室効

果ガスは自動車以外からも排出されていることから、自動車ユーザーのみの負担とならな

いようにすべきである。 

・燃料に係る税目は、油種毎に税率や納付先、徴収方法等が異なり非常に複雑な税体系とな

っているため、現行の燃料課税を全て廃止した上で、『燃料税(仮称)』に一本化すべきで

ある。 

・検討にあたっては、軽油のように、ガソリン税（揮発油税＋地方揮発油税）や石油ガス税

の上に消費税を課しているタックス・オン・タックスを解消すべきである。 

※自動車総連が考えるあるべき税体系に向けて 

1）道路事業費等、現在の交通社会整備に対する使途 

・道路事業費は、自然災害による被災や老朽化による維持修繕対応等により、足元では増加

傾向にある。自動運転や先進安全技術搭載車両の普及を見据えたインフラ整備も求められ

てることから、今後更なる増加が見込まれている。 

2）自動車ユーザーが負担する税への課税根拠 

・一般財源化により、現在の自動車に係る税の課税根拠は失われていることから、自動車ユ

ーザーが負担すべき観点(道路損傷・環境負荷)を踏まえ、納得感のある課税根拠のもと、

税目を簡素化すべきである。 

 

以上 
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資料⑥自動車関係諸税見直しの経過と今後の方向性 

【平成 31 年度以降の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～平成 31 年度与党税制改正大綱より～ 

平成 29 年度与党税制改正大綱等における車体課税の見直しに係る基本的な考え方に

沿って検討を行った結果、車体課税について、(中略)税制抜本改革法以来の累次の与

党税制改正大綱において懸案事項とされてきた車体課税の見直しについては、今般の

処置をもって最終的な結論とする。(中略) 

自動車関係諸税については、技術革新や保有から利用への変化等の自動車を取り巻く

環境変化の動向、環境負荷の低減に対する要請の高まり等を踏まえつつ、国・地方を

通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、その課税のあり方について、中長

期的な視点に立って検討を行う。 

 








